
令和６年度一般会計予算について

１ 基本方針

令和６年度当初予算は、歳入においては、個人市民税が定額減税の影響により減収が

見込まれる一方で、固定資産税については、固定資産の評価替え等により増加が見込ま

れる。なお、個人市民税の定額減税による減収分については、地方特例交付金による補

填を見込んでいる。

歳出においては、職員定数の増加、会計年度任用職員の勤勉手当の支給等に伴い人件

費等の経常的経費が増加するほか、土地区画整理事業の進捗等により投資的経費にも予

算を配分している。

主な内容について、都市基盤整備の分野では、土地区画整理事業の推進のため各区画

整理組合への支援を行うほか、和光版ⅯａａＳ構想の実現に向けて、自動運転バスの本

格社会実装に向けた２期社会実証を行う。

福祉の分野では、子ども・若者に対する生活支援及び物価高騰対策として、１８歳か

ら２０歳の市民に対してクーポン給付事業を行うほか、駅周辺の医療機関内に病児・病

後児保育室の整備を行う。

教育の分野では、小中学校の屋内運動場空調機の整備を進めるほか、物価高騰に伴う

保護者の負担軽減のため、学校給食の食材費支援を行う。

防災の分野では、防災設備の計画的な整備として、防災行政無線及び第６分団消防ポ

ンプ車の更新を行う。

２ 予算規模

歳入歳出総額 ３１８億５，０００万円

（対前年度比 ３億４，６００万円、１．１％の増）

(1) 市税の状況

市税合計額 １６１億２，４０５万５千円

（対前年度比 ５，３６２万３千円、０．３％の増）

【主要税目の状況】

・個人市民税 ２億４，６８４万５千円減少(対前年度比 ３．５％の減)

・法人市民税 ４１３万２千円増加(対前年度比 １．１％の増)

・固定資産税 ２億２，６３０万４千円増加(対前年度比 ３．４％の増)

※ 固定資産税は、国有資産等所在市町村交付金を含まない純固定資産税の比較
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(2) 市債の状況

市債合計 １６億２，７８０万円

（対前年度当初比 ８億３，３１０万円、３３．９％の減）

・庁舎等空調設備省エネルギー改修事業債 ４億１，５６０万円

・庁舎トイレ改修事業債 １，８９０万円

・ほんちょう保育園改修事業債 ２，３７０万円

・市道舗装補修事業債 ５，０７０万円

・市道道路改良事業債 ２，２７０万円

・白子三丁目中央土地区画整理組合活動支援事業債 ２，８１０万円

・和光市駅北口地区市街地再開発事業債 ６，８５０万円

・和光北インター東部地区土地区画整理組合活動支援事業債 ４億７，６４０万円

・外環上部丸山台広場トイレ整備事業債 １，１２０万円

・大坂特別緑地保全地区安全対策事業債 ３，４００万円

・消防ポンプ車更新事業債 ２，４２０万円

・防災行政無線設備更新事業債 ４，９４０万円

・小学校屋内運動場空調機設置事業債 ３，８４０万円

・中学校屋内運動場空調機設置事業債 １億６，０６０万円

・午王山遺跡用地取得事業債 ５，９３０万円

・中央公民館雨漏改修事業債 １億４，６１０万円

令和６年度末における一般会計地方債現在高の見込額

１５２億２，６４１万円（令和５年度から４億２，５１１万４千円の減）
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(3) 基金の積立及び取崩状況

基金繰入金の合計 １９億９，８５２万１千円

（対前年度比 ３億２，７２３万４千円、１９．６％の増）

(4) 地方消費税交付金のうち消費税率引き上げ分の社会保障施策への対応

地方消費税交付金 １６億１，６００万円

うち消費税率引き上げ分 ８億８，７１８万円

社会保障施策に要する経費 １１５億６，６６０万円

【社会保障施策への対応】

・障害者福祉費 １億８，８０８万円

・保育園費 ４億７，９０８万円

・学童クラブ費 ３，４６０万円

・生活保護費 １億５，４３７万円

・予防費 ３，１０５万円

（単位：千円）

積　立　額 取　崩　額

財 政 調 整 基 金

(目標値：標準財政規模の10％)

学 校 教 育 施 設 整 備 基 金

(学校教育施設の整備に充てる基金)

公 共 用 地 取 得 事 業 基 金

(公共用地取得事業に充てる基金)

公 共 施 設 整 備 基 金
(学校教育施設以外の公共施設整備に充てる基金)

都 市 基 盤 整 備 基 金

(都市基盤整備事業に充てる基金)

ま ち づ く り 基 金 29,981 7 5,778 24,210 

森 林 環 境 譲 与 税 基 金

(森林整備及びその促進費用に充てる基金)

合 計 4,384,956 12,189 1,998,521 2,398,624 

令 和 ６ 年 度
基　　　金　　　名

令和５年度末
現在高見込額

令和６年度末
現在高見込額

2,368,726 58 1,612,743 756,041 

1,256,177 93 30,000 1,226,270 

123,715 10 0 123,725 

184,491 3 150,000 34,494 

388,345 15 200,000 188,360 

33,521 12,003 0 45,524 
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(5) 都市計画税の使途予定について

（単位：千円）

財 源 内 訳

事 業 名 事 業 費 一 般 財 源

都市計画 税 そ の 他

街 路 整 備 0 0 0 0 

公 園 整 備 0 0 0 0 

下水 道 整 備 354,166 0 298,390 55,776 

焼却 場 整 備 0 0 0 0 

都市計画事業　計 354,166 0 298,390 55,776 

区 画 整 理 事 業 1,290,906 628,159 558,373 104,374 

地 方 債 償 還 757,245 0 637,989 119,256 

合 計 2,402,317 628,159 1,494,752 279,406 

特 定 財 源

※都市計画税は、各事業費から特定財源を控除した一般財源の比率に応じて按分し、
　充当しています。
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（単位：千円）

本年度
予算額

前年度
予算額

増減額
増減率
(％)

1 16,124,055 16,070,432 53,623 0.3

2 123,000 111,000 12,000 10.8

3 4,000 4,000 0 0.0

4 63,000 65,000 △ 2,000 △ 3.1

5 72,000 58,000 14,000 24.1

6 110,000 88,000 22,000 25.0

7 1,616,000 1,612,000 4,000 0.2

8 900 1,000 △ 100 △ 10.0

9 15,000 10,700 4,300 40.2

10 8,450 9,450 △ 1,000 △ 10.6

11 509,001 70,001 439,000 627.1

12 10,000 10,000 0 0.0

13 7,000 7,000 0 0.0

14 232,782 236,668 △ 3,886 △ 1.6

15 305,590 294,385 11,205 3.8

16 5,811,609 5,640,062 171,547 3.0

17 2,407,019 2,321,616 85,403 3.7

18 29,515 29,461 54 0.2

19 2 2 0 0.0

20 1,998,524 1,671,290 327,234 19.6

21 450,000 450,000 0 0.0

22 324,753 283,033 41,720 14.7

23 1,627,800 2,460,900 △ 833,100 △ 33.9

31,850,000 31,504,000 346,000 1.1

令和６年度一般会計歳入予算概要

歳　入　科　目

市税

地方譲与税

利子割交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

法人事業税交付金

地方消費税交付金

ゴルフ場利用税交付金

環境性能割交付金

国有提供施設等所在市町村助成交付金等

地方特例交付金

地方交付税

交通安全対策特別交付金

分担金及び負担金

使用料及び手数料

国庫支出金

県支出金

財産収入

寄附金

繰入金

繰越金

諸収入

市債

歳　入　合　計
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（単位：千円）

本年度
予算額

前年度
予算額

増減額
増減率
(％)

1 221,470 268,975 △ 47,505 △ 17.7

2 4,077,733 3,271,328 806,405 24.7

3 14,906,498 14,589,916 316,582 2.2

4 2,184,123 2,157,752 26,371 1.2

5 38,657 42,504 △ 3,847 △ 9.1

6 51,912 65,172 △ 13,260 △ 20.3

7 84,431 81,131 3,300 4.1

8 3,413,060 3,006,099 406,961 13.5

9 1,134,554 1,181,675 △ 47,121 △ 4.0

10 3,550,760 4,679,014 △ 1,128,254 △ 24.1

11 2,134,721 2,111,379 23,342 1.1

12 12,081 9,055 3,026 33.4

13 40,000 40,000 0 0.0

31,850,000 31,504,000 346,000 1.1

令和６年度一般会計歳出予算概要

歳　出　科　目

議会費

総務費

民生費

衛生費

労働費

農林水産業費

商工費

土木費

消防費

教育費

公債費

諸支出金

予備費

歳　出　合　計
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令和６年度国民健康保険特別会計予算について

１ 基本方針

令和６年度は、第３期事業計画の初年度となり、新たな保険税率を設定し、健康寿命

の延伸と安定的な国民健康保険運営の実現を基本理念として事業運営に取り組む。

国民健康保険特別会計の財政状況においては、新型コロナウイルス感染症が５類感染

症に変更されたものの、各国で発生する新たな変異株の動向やインフルエンザ等のその

他の感染症が近年に比べ流行傾向にある等、不確実性が継続している。

国民健康保険事業費納付金に見合う財源を確保するため、更なる医療費適正化・収納

率の向上について効果的な対策を講じ、国民健康保険財政の健全化を推進する。

⑴ 保健事業の推進

特定健診の未受診者対策の強化や特定保健指導の実施率の向上、糖尿病性腎症重

症化予防対策事業による人工透析移行の防止、生活習慣病発生及び脳梗塞・心筋梗

塞の入院再発を予防する取組、コバトン ALKOO マイレージ、健康サポート訪問事業等

の実施により、被保険者の健康の保持・増進と医療費の適正化を図る。

⑵ 自主財源の確保

口座振替の利用促進、納税サポートセンターによる初期滞納解消への早期着手等に

より、収納率の向上を図る。

２ 予算規模

歳入歳出総額 ６３億７，１６１万１千円

（対前年度比 １，９６３万５千円、０．３１％の増）

Ⅰ 被保険者数の状況

項 目 説 明

１ 世帯数

２ 被保険者数

令和４年度平均 9,445 世帯

令和５年度平均見込 9,246 世帯

令和６年度平均見込 8,965 世帯

（対前年増減 △3.04％）

令和４年度平均 13,385 人

令和５年度平均見込 12,875 人

令和６年度平均見込 12,361 人

（対前年増減 △3.99％）
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Ⅱ 歳入

科 目 予算額（千円） 説 明

１ 国民健康保険税 1,306,037 現年課税分 1,242,038 千円

（対前年増減 △ 5.58％）

調定額 1,350,043 千円

収納率 92.0％

滞納繰越分 63,999 千円

（対前年増減 △ 4.13％）

２ 一部負担金 1

３ 使用料及び手数料 1

４ 国庫支出金 1 災害臨時特例補助金

５ 県支出金 4,198,765 保険給付費等交付金

ア 普通交付金 4,128,343 千円

イ 特別交付金 70,422 千円

６ 財産収入 1 預金利子

７ 繰入金 797,971 一般会計繰入金 343,334 千円

ア 保険基盤安定繰入金（保険税軽減分）

120,000 千円

イ 保険基盤安定繰入金（保険者支援分）

90,000 千円

ウ 未就学児均等割保険税繰入金

3,315 千円

エ 事務費繰入金 45,304 千円

オ 産前産後保険税繰入金 1,381 千円

カ 出産育児一時金繰入金 23,334 千円

キ その他繰入金 60,000 千円

基金繰入金 454,637 千円

財政調整基金繰入金

８ 繰越金 40,000

９ 諸収入 28,834

歳入合計 6,371,611
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Ⅲ 歳出

科 目 予算額（千円） 説 明

１ 総務費 51,134

２ 保険給付費 4,168,416 療養給付費等 4,119,816 千円

（対前年増減 0.52％）

参考・主な内容

ア 療養給付費 3,562,188 千円

イ 療養費 48,132 千円

ウ 高額療養費 508,536 千円

⑵ 審査支払手数料 9,135 千円

⑶ 出産育児一時金等 35,015 千円

（50 万円×70 件+手数料）

⑷ 葬祭費 4,250 千円

（5万円×85 件）

⑸ 傷病手当金 200 千円

３ 国民健康保険

事業費納付金

2,015,652 （対前年増減 0.58％）

医療給付費分 1,326,595 千円

後期高齢者支援金等分 505,466 千円

⑶ 介護納付金分 183,591 千円

４ 保健事業費 114,106 保健衛生普及活動 11,979 千円

参考・主な内容

ア 糖尿病性腎症重症化予防対策事業

イ コバトン ALKOO マイレージ事業

ウ ジェネリック医薬品差額通知事業

エ 健康サポート訪問事業

特定健康診査･特定保健指導 102,127 千円

参考・主な内容

ア 特定健康診査事業

イ 特定保健指導事業

ウ 特定健診受診勧奨事業

エ 生活習慣病リスク改善対策事業

５ 基金積立金 1 財政調整基金預金利子分

６ 諸支出金 12,302

７ 予備費 10,000

歳出合計 6,371,611
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令和６年度後期高齢者医療特別会計予算について

１ 基本方針

後期高齢者医療制度は、７５歳以上の方及び６５歳以上７５歳未満で一定の障害があ

る方（本人の申請に基づき、保険者の認定を受けた方）を対象とする医療保険制度で、

平成２０年４月から埼玉県後期高齢者医療広域連合が保険者となり、事務及び財政運営

の共同処理、広域にわたる計画の策定、構成市町村の連絡調整が行われている。埼玉県

後期高齢者医療広域連合によると、埼玉県における令和５年度の被保険者数は約１０４

万５千人と増加傾向にあり、被保険者の健康増進と医療費適正化の一層の推進による本

制度の持続可能性の確保が求められている。

令和６年度和光市後期高齢者医療特別会計予算については、埼玉県後期高齢者医療広

域連合が推計した市負担金算定に用いる諸係数及び当市における被保険者数に基づき予

算を編成している。

主な歳入については、埼玉県後期高齢者医療広域連合が算出した各構成市町村の保険

料賦課見込額に予定収納率を乗じて得た保険料と、高齢者の医療の確保に関する法律第

９９条に基づく、低所得者に対する保険料の軽減措置による減収相当額を補完するため

の「保険基盤安定繰入金」等を計上している。

一方歳出については、歳入に連動する形で、後期高齢者医療保険料負担金のほか、被

保険者の資格喪失などに伴い発生する保険料還付金等を計上している。

算出の基礎となった当市の被保険者数は８，５５０人で、前年度に比べて４５１人増

加しており、これに伴い予算額も増加している。

なお、令和６年度は後期高齢者医療保険料等の改定年度となっている。

２ 予算規模

歳入歳出総額 １１億２，０２７万２千円

（対前年度比 ２億１９７万２千円、２２．０％の増）
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歳 入

（単位：千円）

歳 出

（単位：千円）

科 目 予算額 説 明

款１ 後期高齢者医療保険料 977,429

特別徴収保険料 453,046
現年度分普通徴収保険料 521,457
滞納繰越分普通徴収保険料 2,926

項１ 後期高齢者医療保険料 977,429
目１ 後期高齢者医療

保険料

977,429

款２ 繰入金 140,491
項１ 一般会計繰入金 140,491
目１ 保険基盤安定繰入金 140,491

款３ 繰越金 1
項１ 繰越金 1
目１ 繰越金 1

款４ 諸収入 2,351
項１ 延滞金、加算金及び

過料

300

目１ 延滞金 300
項２ 償還金及び還付加算金 2,050
目１ 保険料還付金

目２ 還付加算金

2,000
50

項３ 預金利子 1
目１ 預金利子 1
歳 入 合 計 1,120,272

科 目 予算額 説 明

款１ 後期高齢者医療広域連合

納付金

1,118,221

項１ 後期高齢者医療広域連合

納付金

1,118,221

目１ 後期高齢者医療広域

連合納付金

1,118,221

款２ 諸支出金 2,051
項１ 償還金及び還付加算金 2,050
目１ 保険料還付金

目２ 還付加算金

2,000
50

項２ 諸支出金 1
目１ 一般会計繰出金 1

歳 出 合 計 1,120,272
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令和６年度介護保険特別会計予算について

１ 基本方針

令和６年度は、第９期介護保険事業計画における初年度となる。第９期の計画期間は、

令和６年度から令和８年度となり、団塊の世代すべてが７５歳以上になる令和７年度を

迎えることになる。さらには、団塊ジュニア世代が６５歳以上になる令和２２年度を見

据え、長期的な視野に立った施策の展開を図る必要がある。

⑴ 令和６年度当初予算における新規事業及び主な変更点

ア 介護保険システム改修事業

令和６年度介護報酬改定に伴う、総合行政システムの介護保険業務に関わる部分

と介護予防ケアシステム、総合行政システムの介護保険分野の改修を行うため８，

１４０千円の予算を計上している。

イ 介護保険料（第１号被保険者保険料）収入の増加

第９期介護保険事業計画の策定に伴い、計画で定める介護保険料の基準額が変更

となり、歳入である徴収保険料の予算が大きく増加している。

歳出

保険給付費は、令和６年度介護報酬改定率（１．５９％）と、令和４年度から令和

５年度の認定者数の伸び率（約６％）を考慮し、供給量を推計した。

なお、保険給付費の中でも、介護予防サービス費、介護予防サービス計画費につい

ては、介護報酬改定に加えて、要支援認定者数の伸び率（約１８％）を考慮し、推計

した。地域密着型サービス費は、施設の定員数が変わらないため、伸び率を３％とし

て推計した。

地域支援事業は、介護予防・日常生活支援総合事業及び包括的支援事業・任意事業

に係る経費を引き続き計上している。

⑶ 歳入

歳入の構成は、保険給付費に充当される介護保険料、国・県支出金、支払基金交付

金及び基金繰入金、また総務費等に充当される一般会計繰入金で構成されている。

歳入の約２５.１％を占める介護保険料については、第９期基準月額５，８８０円を

基礎とし、被保険者数（１５，４３３人、対前年度実績比 １７２人増）約８.５％
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増加による保険料収入の増加を見込んだ予算計上をしている。

また、歳入の約５８．６％を占める国・県・支払基金からの負担金については、歳

出に連動する形で各種サービス給付及び事業に要する費用の見込額に、それぞれの負

担割合を乗じて計上している。

このほか、保険給付費、各種事業費及び事務費等に充当するため、歳入の約１６．

３％に当たる一般会計及び介護給付費準備基金からの繰入金を計上し、予算を調製し

た。

２ 予算規模

歳入歳出総額 ４７億８,９３５万１千円

（対前年度比 ２億７,６３８万３千円、６．１％の増）
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一般状況

予　算　額
年間平均 １５，４３３人
（対前年度実績比　１７２人増加、８．５％の増加）

前期高齢者数（６５～７４歳） ６，８０７人
（対前年度実績比　２８２人減少、４．１％の減少）

後期高齢者数（７５歳以上） ８，６２６人
（対前年度実績比　３８９人増加、４．７％の増加）

１８．２％

（対前年度実績比　変化なし）

５，８８０円
（第８期計画期間　５，４４５円）

科目 説　　明

2 高齢化率

3 保険料基準額

1 第一号被保険者数
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歳 入 （単位：千円）

予　算　額
現年度分特別徴収保険料 1,050,160
現年度分普通徴収保険料 149,074
滞納繰越分普通徴収保険料 3,144
介護給付費負担金 781,394
調整交付金 64,342
総合事業調整交付金 2,573
地域支援事業交付金(介護予防・日常
生活支援総合事業)

34,048

地域支援事業交付金(包括的事業・任意
事業)

61,440

保険者機能強化推進交付金 4,757
介護保険保険者努力支援交付金 9,470
介護給付費交付金 1,149,354
地域支援事業支援交付金 45,965
介護給付費負担金 602,087
交付金 1
貸付金 1
地域支援事業交付金(介護予防・日常
生活総合事業)

21,280

地域支援事業交付金(包括的支援事業・
任意事業)

30,720

介護保険事業費補助金 612
介護給付費繰入金 532,108
事務費繰入金 63,570
低所得者軽減負担金繰入金 43,642
その他一般会計繰入金 18,314
社会福祉法人等による利用者負担額
軽減制度事業費繰入金

204

地域支援事業繰入金(介護予防・日常
生活支援総合事業)

21,280

地域支援事業繰入金(包括的支援事業・
任意事業)

40,054

介護給付費準備基金繰入金 59,486
介護給付費準備基金運用利子 1
介護保険高額介護サービス費等貸付
基金運用利子

1

支払基金交付金繰越金 1
その他繰越金 1
第１号被保険者延滞金(現年度分) 1
第１号被保険者延滞金(過年度分) 200
第１号被保険者加算金(現年度) 1
第１号被保険者加算金(過年度) 1
過料 1
歳計現金預金利子 1
滞納処分費 1
第三者行為納付金 10
不正不当利得返納金 50
雑入 1

4,789,351

科目 説　　明

合計

1 介護保険料 1,202,378

3 支払基金交付金 1,195,319

2 国庫支出金 958,024

4 県支出金 654,701

5 繰入金 778,658

6 その他 271
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歳 出 （単位：千円）

予　算　額
1 総務費 63,570 一般管理業務 12,848

介護保険システム改修事業 8,140
一般管理業務 0
連合会負担金 9
賦課徴収業務 4,782
介護認定審査業務 7,976
認定調査業務 28,944
介護保険運営協議会運営 244
介護保険趣旨普及業務 627

2 保険給付費 4,256,870 居宅介護等サービス保険給付業務 1,901,183
特例居宅介護等サービス保険給付業務 500
地域密着型介護サービス保険給付業務 1,016,671
特例地域密着型介護サービス保険給付業務 500
施設介護サービス保険給付業務 867,861
特例施設介護サービス保険給付業務 500
居宅介護等福祉用具購入保険給付業務 5,267
居宅介護等住宅改修保険給付業務 7,015
居宅介護等サービス計画給付業務 181,599
特例居宅介護等サービス計画給付業務 500
介護予防サービス保険給付業務 53,859
特例介護予防サービス保険給付業務 500
地域密着型介護予防サービス保険給付業務 16,717
特例地域密着型介護予防サービス保険
給付業務

500

介護予防福祉用具購入保険給付業務 1,457
介護予防住宅改修保険給付業務 3,798
介護予防サービス計画給付業務 6,146
特例介護予防サービス計画給付業務 500
審査支払業務 2,813
介護給付費請求書電算処理システム 1
高額介護等サービス費給付 144,311
高額介護等予防サービス費給付 232
特定入所者介護等サービス費給付 43,938
特例特定入所者介護等サービス費給付　 1
特定入所者介護予防等サービス費給付 500
特例特定入所者介護予防等サービス費給付 1

3 財政安定化基金拠出金 2 財政安定化基金拠出金 1
財政安定化基金返還金 1

4 市町村特別給付費 73,254 紙おむつ等支給 47,951
地域送迎 19,798
食の自立・栄養改善 5,505

5 地域支援事業費 378,319 介護予防・生活支援サービス事業 79,409
一般介護予防事業 90,833
委託センター運営 148,797
総合相談支援事業・権利擁護事業 13,385
包括的・継続的ケアマネジメント支援事業 100
認知症初期集中支援事業 135
認知症地域支援・ケア向上 723
地域ケア会議事業 779
生活支援体制整備事業 25,906
在宅医療・介護連携推進事業 2,973
日常生活圏域ネットワーク 15,279

科目 説　　明
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予　算　額
6 利用者負担額軽減制
度事業費

816 社会福祉法人等による利用者負担額
軽減制度事業費

816

7 保健福祉事業費 13,505 健康度調査 5,720
健康増進・介護者リフレッシュ 4,544
地域介護予防 233
介護予防強化サービス事業 3,008

8 その他 3,015 介護給付費準備基金積立 2
一般会計繰出金 1
過誤納還付金 2,000
償還金 1
過誤納還付加算金 10
延滞金 1
予備費 1,000

4,789,351

科目 説　　明

合計
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令和６年度和光都市計画事業

和光市駅北口土地区画整理事業特別会計予算について

１ 基本方針

和光市駅北口土地区画整理事業は、道路、公園等の公共施設の整備改善及び宅地の利

用の増進を図ることを目的とし、駅南口と併せた中心市街地として、計画的な市街地形

成、交通の円滑化、安全で快適な居住空間の確保など、災害に強い住み良いまちづくり

を目指す都市基盤整備事業である。

令和６年度の予算編成は、前年度に引き続き街路築造及び宅地造成等工事を実施する

ため工事請負費、建物移転に伴う移転補償費及び損失補償費等を計上している。

また、計画的な事業推進を目指し、次年度施工予定箇所の建物移転等補償調査業務及

び工事実施設計業務等の委託料を計上するとともに、再開発事業導入に向けた事業計画

変更認可及び換地計画認可に関する各種業務委託料を含め予算編成をした。

２ 予算規模

歳入歳出総額 １１億６，９３９万２千円

（対前年度比 １億６，０９１万２千円、１６．０％の増）
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　　（単位:千円・％）

本年度予算 前年度予算 比較増減額 対前年度比％

１ 事 業 収 入 96,907 29,904 67,003 224.1

２ 国 庫 支 出 金 151,500 40,500 111,000 274.1

３ 県 支 出 金 101,000 27,000 74,000 274.1

４ 繰 入 金 511,583 460,274 51,309 11.1

５ 繰 越 金 1 1 0 0.0

６ 諸 収 入 1 1 0 0.0

７ 市 債 308,400 450,800 △ 142,400 △ 31.6

1,169,392 1,008,480 160,912 16.0

　　（単位:千円・％）

本年度予算 前年度予算 比較増減額 対前年度比％

１ 区 画 整 理 総 務 費 68,553 68,762 △ 209 △ 0.3

２ 区 画 整 理 事 業 費 1,100,339 939,218 161,121 17.2

３ 予 備 費 500 500 0 0.0

1,169,392 1,008,480 160,912 16.0

歳　　　　　　　　　入

款

歳　　　入　　　合　　　計

歳　　　　　　　　　出

款

歳　　　出　　　合　　　計
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令和６年度和光市水道事業会計の主な予算内容

１ 収益的収入及び支出

事業収益 １，６０２，９６２千円

事業費 １,５００,３１６千円

項 目 予 算 額 （ 千 円 ） 主 な 内 容

営 業 収 益

営業外収益

特 別 利 益

１，４１１，６１６

１９１,２４６

１００

総給水量 ９,２９９,０００

総有収水量 ９,００２,０００

有収率 ９６．８１％

・給水収益 １,２０８,１６７千円

・受託工事収益 １５,７９４千円

・配水管工事負担金 ２１,６９２千円

・加入金 １１０,２１４千円

・下水道使用料徴収事務受託料 ５２,４０４千円

・長期前受金戻入 １５７,２４８千円

・消費税及び地方消費税還付金 ３１,７１２千円

項 目 予 算 額 （ 千 円 ） 主 な 内 容

営 業 費 用

営業外費用

特 別 損 失

予 備 費

１,４８８,６７６

６,０４０

６００

５,０００

・県水受水費 ４４６,４８５千円

・動力費 ６０,２９６千円

・浄水場運転管理等委託料等 １５４,２４０千円

・量水器満期交換委託料等 ５２,９２６千円

・水道料金等徴収等委託料等 １１０,３１６千円

・貸倒引当金繰入額 ８５２千円

・減価償却費 ４２８,２１３千円

・固定資産除却費 ９,５６２千円

・企業債利息 ６,０３８千円
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２ 資本的収入及び支出

資本的収入 ３０７,７２３千円

資本的支出 ８７９,４３２千円

※ 主要な建設改良事業

酒井浄水場配水ポンプ盤更新事業（３か年継続事業） ２３,７６０千円

酒井浄水場高圧受電盤更新事業（３か年継続事業） １１７,７００千円

南浄水場中央監視設備更新事業（４か年継続事業） １８２,６００千円

項 目 予 算 額 （ 千 円 ） 主 な 内 容

負 担 金

企 業 債

７,７２３

３００,０００

・一般会計負担金 ７,７２３千円

・建設改良費等企業債 ３００,０００千円

項 目 予 算 額 （ 千 円 ） 主 な 内 容

建設改良費

企業債償還金

予 備 費

８５０,５２０

２３,９１２

５,０００

・給配水管布設費 ４５６,９４０千円

・浄水場施設改良費 ３５４,６４０千円

・企業債償還金 ２３,９１２千円
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令和６年度和光市下水道事業会計の主な予算内容

１ 収益的収入及び支出

事業収益 １，２２０，３９９千円

事業費 １，２０３，５１１千円

項 目 予 算 額 （ 千 円 ） 主 な 内 容

営 業 収 益

営業外収益

特 別 利 益

１，００４，７３９

２１５，６４５

１５

有収水量 ８，９５２，０００㎥

・下水道使用料 ６９２，１２４ 千円

・他会計負担金 ３１２，３６３千円

・指定工事店更新手数料等 ２５１千円

・他会計補助金 ３４，１４８千円

・国庫補助金 １０，０００千円

・長期前受金戻入 １６７，４３５千円

・下水道施設占用料等 ４，０５８千円

・過年度損益修正益 １５千円

項 目 予 算 額 （ 千 円 ） 主 な 内 容

営 業 費 用

営業外費用

特 別 損 失

予 備 費

１，１２４，７３９

７３，４７２

３００

５,０００

・施設維持関係委託(雨水) １１，７２０千円

(汚水) ７３，７７２千円

・施設維持等修繕 （雨水） ５，４５６千円

（汚水） ５２，５１４千円

・下水道使用料算定及び徴収事務委託等

９８，０２０千円

・荒川右岸流域下水道事業維持管理負担金等

２９７，３２２千円

・貸倒引当金繰入額 ６０２千円

・減価償却費 ４９４，９４３千円

・下水道事業債利子償還金 ３２，７７５千円

・消費税及び地方消費税 ３９，６９５千円

・過年度損益修正損 ３００千円
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２ 資本的収入及び支出

資本的収入 １０２，１０１千円

資本的支出 ３８７，９４１千円

※ 主要な建設改良事業

新倉小下マンホールポンプ更新工事 ３，６３０千円

牛房通りマンホールポンプ制御盤更新工事 ５，９４０千円

項 目 予 算 額 （ 千 円 ） 主 な 内 容

企 業 債

他会計補助金

負 担 金

貸付金償還金

６９，５００

７，６５５

２４，８２６

１２０

・建設改良費等企業債 ６９，５００千円

・他会計補助金 ７，６５５千円

・工事負担金 ２４，８２６千円

項 目 予 算 額 （ 千 円 ） 主 な 内 容

建設改良費

企業債償還金

貸 付 金

予 備 費

１０８，６２９

２７４，０１２

３００

５,０００

・委託料 (雨水) １,１００千円

(汚水) １，１００千円

・工事請負費(雨水) ６,４６３千円

(汚水) ４３,９０１千円

・荒川右岸流域下水道事業建設負担金

３２，００７千円

・下水道事業債元金償還金 ２７４，０１２千円

・水洗便所改造資金貸付金 ３００千円
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